田原本町告示第31-14号
　田原本町遊休農地解消推進事業助成金交付要綱を次のように定める。
　　令和５年４月１日
田原本町長　森　　章　浩　
田原本町遊休農地解消推進事業助成金交付要綱
（趣旨）
[bookmark: _Hlk144475352]第１条　この要綱は、町内の遊休農地を所有者以外の農業者等が買い受け又は借り受け、耕作を行うことにより、遊休農地の解消及び農地の有効利用を推進するため、予算の範囲内において助成金を交付することに関し必要な事項を定めるものとする。
（対象農地）
第２条　助成金の交付の対象となる農地（以下「対象農地」という。）は、次に掲げる要件を全て満たす農地とする。
(1) 農業振興地域の整備に関する法律（昭和４４年法律第５８号）第６条第１項に基づき指定された町内の農業振興地域内に存する農用地であること。
(2) 田原本町農業委員会（以下「農業委員会」という。）が農地法（昭和２７年法律第２２９号）第３２条第１項第１号に規定する遊休農地（以下「１号遊休農地」という。）と認定していること。
(3) 過去にこの要綱による助成金の交付を受けていないこと。
（対象者）
第３条　助成金の交付の対象となる者（以下「対象者」という。）は、次に掲げる要件を全て満たす者とする。
(1) 町内に住所を有すること（法人又は団体にあっては、町内に事業所を有すること。）。
(2) 対象農地に対し、農地法第３条の規定により、所有権移転の許可若しくは貸借権について３年以上の期間を設定し、その許可を得た者又は農業経営基盤強化促進法等の一部を改正する法律（令和４年法律第５６号）附則第５条に規定する農用地利用集積計画に基づく利用権若しくは農地中間管理事業の推進に関する法律（平成２５年法律第１０１号）第１８条に規定する農用地利用集積等促進計画に基づく利用権について３年以上の期間を設定した者であること。
(3) 対象農地に対し、前号に規定する権利の設定を行った日又は許可を受けた日の属する年度から起算して３年度間、耕作の目的に供し、１年度１作以上の作物の作付けを行うこと。ただし、助成金の交付の決定を受けた年度及びその翌年度については、次に掲げる作業についても１年度１作以上の作物の作付けをしたものとみなす。
ア　営農を再開するための農地再生作業（土壌改良作業を含む。）
イ　農地を再生するための地力増進作物の作付け
ウ　周辺地域の良好な景観と農地の保全を目的とする景観作物の作付け
(4) 同一年度内にこの要綱による助成金の交付を受けていないこと。
(5) 対象者が耕作の権利を持つ町内の農地の全て（助成金の交付を受けようとする農地を除く。）について、現に適切に管理され、かつ、１号遊休農地と認定されていないこと。
(6) 助成金の交付を受けようとする農地を含め、対象者が耕作の権利を持つ町内の農地の全てについて、第２号に規定する権利の設定を行った日又は許可を受けた日の属する年度から起算して３年度間、継続して適切に管理することができること。
[bookmark: _Hlk145575876]（助成金の額）
第４条　助成金の額は、別表の対象者及び対象農地の欄に掲げる区分ごとにそれぞれ同表の交付単価の欄に定める交付単価に対象農地の面積を乗じて得た額の合計額とし、３０万円を上限とする。ただし、算出した助成金の額に１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。
（助成金の交付申請）
第５条　助成金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、対象農地に係る第３条第２号に規定する許可又は権利の設定を受けた日以後その日の属する年度内に田原本町遊休農地解消推進事業助成金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、町長に提出しなければならない。
(1) 対象農地の土地登記簿謄本（交付後６月以内のものに限る。）（所有権移転の許可を受けた場合に限る。）
(2) 経営農地筆別票（個人情報を確認することに同意する場合は、これを省略することができる。）
(3) 申請者の住民票抄本（法人の場合は、法人登記簿抄本又は定款）（個人の場合であって、個人情報を確認することに同意するときは、これを省略することができる。）
（助成金の交付決定等）
第６条　町長は、前条に規定する書類を受理した場合において適当と認めるときは、助成金の交付の決定を行い、申請者に通知するものとする。この場合において、町長が助成金の交付の目的を達成するため必要があると認めるときは、条件を付けることができる。
（助成金の交付請求）
第７条　前条の規定により助成金の交付の決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）が助成金の交付を受けようとするときは、当該助成金の交付の決定を受けた日の属する年度の末日までに、田原本町遊休農地解消推進事業助成金交付請求書（様式第２号）に振込先口座及び口座名義人が分かる通帳等の写しを添えて、町長に提出しなければならない。
２　町長は、前項に規定する書類を受理した場合において適当と認めるときは、助成金を交付するものとする。
（現地確認）
第８条　町長は、助成金の交付を受けた農地について、農業委員会及び関係機関の協力を得て、助成金の交付の決定をした日の属する年度から起算して３年度間において年１回以上現地確認を行い、その際撮影した写真を保管するものとする。
（交付決定の取消し等）
第９条　町長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、助成金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。
(1) 偽りその他不正の手段により助成金の交付の決定を受けたとき。
(2) 助成金の交付の決定を受けた農地について、３年未満で所有権を移転したとき、又は貸借権若しくは利用権の存続期間において、３年未満でその契約の全部若しくは一部を解除するに至ったとき（災害による農地の崩壊、公共の用に供するための買収又は病による事由により契約を解除するに至ったときを除く。）。
(3) 助成金の交付の決定を受けた農地を含め、対象者が耕作の権利を持つ町内の農地の全てについて、助成金の交付の決定を受けた日の属する年度から起算して３年度間に１号遊休農地と認定されたとき。
(4) 第６条後段の規定により町長が付けた条件に違反したとき。
２　町長は、前項の規定により助成金の交付の決定を取り消した場合であって既に助成金を交付しているときは、期限を定めて、当該取消しに係る部分に関し既に交付した助成金の返還を命ずるものとする。
（その他）
第１０条　この要綱に定めるもののほか、助成金の交付に関し必要な事項は、町長が別に定める。
　　　附　則
　この要綱は、令和５年４月１日から施行する。
別表（第４条関係）
	対象者
	対象農地
	交付単価

	対象農地に隣接する農地を耕作する権利を有する農業者等
	所有権移転
	１平方メートル当たり３００円
（上限３０万円）

	
	貸借権又は利用権設定
	１平方メートル当たり１００円
（上限１０万円）

	上記以外の農業者等
	所有権移転
	１平方メートル当たり１００円
（上限１０万円）

	
	貸借権又は利用権設定
	１平方メートル当たり５０円
（上限５万円）




様式第１号（第５条関係）
　　年　　月　　日
　田原本町長　殿
申請者　住　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏　　名
電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

田原本町遊休農地解消推進事業助成金交付申請書

　田原本町遊休農地解消推進事業助成金の交付を受けたいので、田原本町遊休農地解消推進事業助成金交付要綱第５条の規定により、次のとおり関係書類を添えて申請します。

１　補助金交付申請額　　　　金　　　　　　　　　　円
２　内容
	地　　　　　　　番
	

	面　　　　　　　積
	

	別表の対象者及び対象農地の欄に掲げる区分
	

	所有権移転・貸借権又は利用権設定年月日
	


私の住民基本台帳及び農地台帳について確認することに同意します。
氏名					
関係書類
・土地登記簿謄本（交付後６月以内のもの）（所有権移転の場合のみ）
・経営農地筆別票　※個人情報を確認することに同意する場合は、省略可
・申請者の住民票抄本（法人の場合は、法人登記簿抄本又は定款）　※個人の場合であって、個人情報を確認することに同意するときは、省略可
[bookmark: _GoBack]

様式第２号（第７条関係）

年　　月　　日

田原本町長　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　請求者　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

田原本町遊休農地解消推進事業助成金交付請求書

　　　　　年　　月　　日付け　　　第　　　号で交付決定のあった補助金について、田原本町遊休農地解消推進事業助成金交付要綱第７条第１項の規定により、次のとおり請求します。

１　助成金請求金額　　　　金　　　　　　　　　　円

２　振込先
	金 融 機 関 名
	

	支　　店　　名
	

	預　金　種　別
	１　普通　　２　当座　　３　その他

	口　座　番　号
	

	（フリガナ）
	

	口 座 名 義 人
	




関係書類
・振込先口座及び口座名義人が分かる通帳等の写し


